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統合環境制御技術等の導入による
トマト産地におけるデータ駆動型農業の推進

活動期間：令和元年度～（継続中）

広島県
【重点プロジェクト計画】

概要

普及指導員の活動

具体的な成果

１．統合環境制御技術導入による夏秋トマト産地の単収向上支援
■統合環境制御技術＋作期拡大＋栽植密度向上により夏秋トマト、ミニトマトの単収が1.5倍～2倍に向上
・夏秋トマト （取組前）14.6ｔ/10a→（取組後）22.8ｔ/10a
・夏秋ミニトマト（取組前）5.8ｔ/10a→（取組後）11.8ｔ/10a

２．夏秋トマト産地における新たな経営モデルの確立
■環境制御技術を導入した夏秋トマトの新たな経営モデル（案）を作成

３．冬春トマト産地におけるデータ駆動型農業の実証
■統合環境制御盤を導入し、データを活用したより精密な栽培管理
の実施により、単収が９％向上（20.5ｔ/10a→22.3ｔ/10a）

■収量予測システムの精度向上の検証中
■栽培経営管理システム、AI選果機を地域に合わせて改良中

４．スタディクラブ活動による早期技術習得支援
■夏秋トマト産地では、新規就農者の栽培技術と部会活動への
参画意欲が向上し、産地の活性化に繋がった

○県内トマト産地では、高齢化による産地規模の縮小が問題となっており、研修制度による新規就農者の確保
育成に取り組んでいるが、近年の資材費高騰の影響で経営計画が成り立たない状況となっている。

○スマート農業技術の導入による新たな経営モデルの確立を目指し、令和元年度から統合環境制御技術導
入実証圃を設置し、データを活用した栽培管理支援とスタディクラブ活動による早期技術習得支援に取り組ん
でいる。

○夏秋トマト・ミニトマトの実証圃では、単収が1.5～2倍と大幅に向上した。

○若手のスタディクラブ活動に影響され、産地が活性化し始めている。

普及指導員だからできたこと

令和元年  経営力向上支援事業（単県）を活用し、夏秋トマト産地2か所（大玉トマト、ミニトマ
ト）に環境制御技術導入実証圃を設置
自動換気装置、内張、カーテン、加温機、炭酸ガス施用機、統合環境制御盤を導入

令和2年  加温による夏秋作型の作付期間延長、栽植密度の検討、環境モニタリング（日射量、
温度、湿度、飽差、CO2濃度、土壌水分）と生育調査のデータ活用を開始

令和3年  スタディクラブ活動を提案し、生産者のグループ化、生産者間のデータ共有と栽培改
善の話し合いを伴走支援

令和4年  ひろしま型スマート農業推進事業を活用し、冬春トマト産地で企業シーズ（環境制御
技術、経営管理、選果技術）の実証を開始

 スタディクラブ活動を生産者主体の運営に移行

令和5年  環境制御技術を導入した夏秋トマトの新たな経営モデル（案）を整理

令和６年  夏秋トマト、ミニトマト産地の技術発展モデルの検討を開始

• 生産者との信頼関係を築き、現地に新しい技術を提案し、関係機関と連携しながら実証を進め、地域に合わ
せた技術導入の道筋を描いた
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広島県 
統合環境制御技術等の導入によるトマト産地における 

データ駆動型農業の推進 
 
活動期間：令和元年度～（継続中） 
 
１．取組の背景 

県内トマト産地では高齢化による産地規模の縮小が問題となっており、市

町や JA、関係機関と連携した研修制度による新規就農者の確保育成や既存生

産者の規模拡大に取り組んでいるが、近年の施設資材費高騰の影響でこれま

での栽培方法では経営計画が成り立たない状況となっている。 

そこで、スマート農業技術（統合環境制御技術、栽培経営管理システム、AI

選果技術）の導入による新たな経営モデルの確立とスタディクラブ活動によ

る早期技術習得を目指した普及活動を実施する。 
 
２．活動内容（詳細） 

１）統合環境制御技術導入による夏秋トマト産地の単収向上支援（R1～R5） 

夏秋トマト産地では、雨よけハウスによる無加温栽培が一般的であるが、岩

手県農業研究センターの『トマト多収化モデル』を参考に、自動換気装置、内

張、遮光保温兼用カーテン、加温機、炭酸ガス施用機、統合環境制御盤を導入

し、慣行の 1.5 倍以上の単収を目指した新たな栽培方式を実証することとし

た。 

令和元年に経営力向上支援事業（単県事業）を活用し、夏秋トマト産地２か

所（大玉トマト：神石高原町、ミニトマト：北広島町）に環境制御技術導入実

証圃を設置した。 

令和２年から現地圃場で、統合環境制御技術と作期拡大と栽植密度向上を

組み合わせた実証栽培を開始し、普及チーム、研究機関と連携して、環境デー

タ、生育データを活用した栽培管理改善を支援した。 

２）夏秋トマト産地における新たな経営モデルの確立（R5） 

  令和２年から令和５年の環境制御実証圃の結果をもとに、県庁担当課、普及

チームとともに夏秋トマト産地における環境制御技術を導入した新たな経営

モデル指標を作成した。 

３）冬春トマト産地におけるデータ駆動型農業の実証（R4～R6） 

  ひろしま型スマート農業推進事業（単県事業、愛称：ひろしま seedbox）を

活用し、令和４年度から呉市倉橋町の冬春トマト産地で、収益性の高い経営モ

デルの構築に向けたスマート農業の実証を開始した。当事業は、実効性の高い

技術を有する企業、生産者及び普及組織等で設立するコンソーシアムによっ
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て実証が行われるが、普及組織は実証フィールドである生産者と企業の橋渡

し役を担っている。現在、統合環境制御技術導入による単収向上と栽培管理省

力化、栽培経営管理システムによる作業性向上、AI 選果技術開発による個選

共販での選果基準の統一化を目指し、実証中である。 

４）スタディクラブ活動による早期技術習得支援（R1～R6） 

   環境制御技術を生産者が早期に習得し、単収向上に繋げることを目的に、産

地にスタディクラブ活動を提案した。冬春トマト産地（呉市倉橋町）では令和

３年度から、夏秋トマト産地（神石高原町）では令和４年度からスタディクラ

ブ活動を開始した。いずれも産地内の若手生産者５名（冬春トマト産地は就農

10 年以上、夏秋トマト産地は就農 5 年以内のメンバー）をグループ化し、週

１回、環境データと生育データを共有して、次週の栽培管理について話し合い

を行った。開始初年度は、普及指導員が司会進行を担ったが、2年目からは生

産者のみで会を運営していくように伴走支援した。 

 

３．具体的な成果（詳細） 

１）統合環境制御技術導入による夏秋トマト産地の単収向上支援（R1～R5） 

（１）夏秋大玉トマト産地（神石高原町） 

・栽植密度の検討の結果、当産地では病害管理の点から 2,500 株/10a を上

限とするのが適正と判断した。 

 ・内張+加温によって、慣行より作付期間を約 3か月延長できた。ただし、

暖房効率を高めるためには内張２層による多層化が望ましい。 

・自動換気＋遮光＋内張により、裂皮、裂果の発生割合が減少した（表 1）。 

 ・炭酸ガス施用について、当産地は連棟ハウスだが、谷窓や側窓の開度が大

きい期間は、無施用よりは高く維持できるものの CO2濃度 370～390ppmの

維持が限界であった。夏期は，高温による呼吸消耗や乾燥による蒸散過多

が大きく、増収につながるほどの光合成向上効果はないと考えた。秋期以

降のハウス開度が小さく、高濃度を維持しやすい期間においては、樹勢回

復、増収に寄与していると思われる。 

 ・実証圃の単収は、年々向上し、実証開始前 14.6ｔ/10aに対し、令和４年

度は 22.8ｔ/10aと目標である 1.5倍以上を達成した（図 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 環境制御が裂皮率・裂果率に及ぼす影響 
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（２）夏秋ミニトマト産地（北広島町） 

 ・栽植密度を慣行の 1.14 倍の 1000 株/10a（２本仕立て、2000 枝/10a）に

増加した。 

・内張＋加温により、慣行の長期どり作型から高温期を避けた 2 期作に変

更し、慣行より作付期間を約 3か月延長できた。 

・自動換気＋遮光＋内張により、高温・低温由来の障害果（つやなし果、裂

果等）の発生割合が減少し秀品率は 98%（実証開始前 90%）に向上した。 

・炭酸ガス施用について、当産地は単棟ハウスであり、側窓開放時の CO2濃

度の維持が困難で、効果が判然としなかった。 

・実証圃の単収は、実証開始前 5.8ｔ/10a に対し、実証期間の最大が 11.8

ｔ/10aと目標である 1.5倍以上を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

２）夏秋トマト産地における新たな経営モデルの確立（R5） 

  令和２年から令和５年の環境制御実証圃の結果をもとに夏秋産地におけ

る大玉トマトとミニトマトの環境制御技術を導入した新たな経営モデル

（案）を作成した。関係機関、生産者で協議した結果、資機材の導入コスト

単位面積あたりの可販果収量
（22.8ｔ/10ａ）

栽植本数
（2183株/10ａ）

1株あたりの収穫果房数
（ 22果房/株）

着果数
（3.1個/果房）

出荷期間
（6/24～3/10）

1株あたりの収量
（10.44kg/株）

1果房あたりの収量
（ 0.47kg/果房）

1果重

（150ｇ/果）
生育速度

内張り＋加温機＋換気（春，秋）

遮光＋換気（夏）による温度制御
養液土耕による根域管理，ＣＯ２施用による光合成促進

栽植本数増加による

いれもの（果実数）の増加

栽植本数増加による地温低下と湿度上昇（飽差管理）

図１ 環境制御実証圃の収量構成要素（令和４年度） 

作型 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

【実証前】
年1作/長段採り

【環境制御導入】
年2作/中段採り
＋密植栽培

▲

▲
▲

加温

加温

①②③④ ⑤⑥⑦⑧ ⑨⑩⑪⑫ ⑬⑭⑮⑯ ⑰⑱

①②③④ ⑤⑥⑦⑧ ⑨⑩
①②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

定植 ４/下 収穫

定植

３/上 定植

７/中

果房段数

果房段数
果房段数
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の高騰が問題となっており、産地の技術発展モデルの整理が必要であるこ

とが明らかとなった。 

  

３）冬春トマト産地におけるデータ駆動型農業の実証（R4～R6） 

 ・呉市倉橋町の冬春トマト産地の実証フィールドに、統合環境制御盤と環境

モニタリング装置が設置され、データを活用したより精密な栽培管理が

開始された結果、単収が９％向上した（取組前 20.5ｔ/10a→取組後 22.3

ｔ/10a）。 

・統合環境制御盤の導入により、これまで手動で行ってきた環境管理を自動

化でき、省力化が図れている。 

・農業者と指導機関等が様々な機器等で収集したデータを共有し、一元的に

分析することでデータ駆動型農業の支援ができる環境の構築に向け、高

知県の協力を得て IoPを利用した実証を開始。 

・農研機構の「収量予測 API」を活用した収量予測システムを開発中。 

・生産者の要望を反映し、栽培経営管理システムを改修中。 

・AI選果精度の向上のためのデータを取得し、プロトタイプを改良中。 

 

４）スタディクラブ活動による早期技術習得支援（R3～R6） 

  ・冬春トマト産地（呉市倉橋町）では、スタディクラブ活動２年で、環境制

御技術の習得状況の差が大きくなった結果、徐々にスタディクラブに集

まる人数が減少していく結果となった。 

・夏秋トマト産地（神石高原町）では、スタディクラブ活動を通じて新規就

農者の栽培技術が向上し、部会活動への参画意欲が高まった。グループ内

で栽培管理以外に、品質向上や経営改善についても情報交換が進み、生産

者を中心とした活動が行われるようになった。令和５年度からは、新規就

農者の参加者が２名増加し、産地の篤農家が活動を支援する動きもみら

れるようになった。令和 6 年度からは新たに命名した自主運営組織が発

足し、産地内外に向けて情報発信を開始した。 
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４．農家等からの評価・コメント（神石高原町 E 氏） 
これまで夏秋トマト産地で加温栽培をすることは経営的に合わないと考え

ていたが、今回の実証を通じて、これまで経験のない冬期の販売など新たな

経営モデルを描くことができた。環境制御ハウスの周年作型と既存ハウスの

夏秋作型を組み合わせ、労務の平準化や周年雇用が実現できた。 
 
５．普及指導員のコメント（西部農業技術指導所・主査・岡田牧恵） 

今回は，単県事業を活用して夏秋トマト産地への環境制御技術の導入とい

うチャレンジングな取り組みと冬春トマト産地へのスマート農業技術導入を

試みた。夏秋トマト産地では、チャレンジングな取り組みにも拘らず、実証

の目的を理解して産地の将来のために協力してくださった篤農家のおかげ

で、新規就農者の確保に向けた新たな経営モデルが描ける可能性が示唆され

た。今後も地域に寄り添う普及活動を心掛けていきたい。 
 
６．現状・今後の展開等 

夏秋トマト産地における新たな経営モデルの確立については、産地の技術

発展モデルの整理を行う。 
冬春トマト産地におけるデータ駆動型農業の推進については、将来的な波

及を見据え、広島県で普及可能な技術確立に向けコーディネートしていく。 
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